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フランスにおける会計監査役の民事責任（概要書） 
 
 2000 年初頭、アメリカのエンロン事件をはじめ、ワールドコム事件、イタリアのパルマ
ラット事件など、世界各国において会計不祥事が明るみに出た。当時日本では、計算書類
の監査人の責任が追及される事案がほとんど見られなかったが（日本コッパース事件など）、
こうした会計不祥事の結果、世界的に監査人の責任の問題に対する関心が高まり、日本に
おいても監査人が訴訟の対象となるのではないかと危惧された。そこで監査人の責任に関
する研究を始めるにあたり、監査人に対する訴訟件数が比較的多いが日本において詳細な
研究がなされているわけではない、フランスの監査人（会計監査役《commissaire aux 
comptes》）に焦点をあてて研究を行なうこととした。本論文では、第一部において会計監
査役制度を概観した後、第二部において会計監査役の民事責任に関する判例および学説を
検討する。 
 
第一部 会計監査役制度の展開 
  
第 1章 会計監査役制度の変遷 
本章では、会計監査役制度の変遷を概観することとしたが、会計監査役制度の創設の前
後から 2003 年 7 月 1 日の法律までの展開、同法律による改正内容、2005 年 9 月 8 日のオ
ルドナンスによる改正内容、2008 年 12 月 8 日のオルドナンスによる改正内容についてそ
れぞれ検討した。 
会計監査役制度は 1966 年 7 月 24 日の法律によって創設されたが、1867 年 7 月 24 日の
法律のもとで株式会社において選任が義務づけられていた「監査役（commissaire）」制度
をその前身としている。本論文の検討課題は「会計監査役」の民事責任であるが、「監査役」
の民事責任に関する議論が「会計監査役」の民事責任の議論の前提となったものと考えら
れることから、第 1 節では、「監査役」制度も含めて「会計監査役」制度に関する立法の展
開について検討した。まず、1867 年 7 月 24 日法律のもとでの「監査役」制度について述
べたが、株式会社の準則主義が認められる代わりに「監査役」の選任が義務づけられたこ
と、独立性が確保されておらず専門的能力も要求されていなかったのでその実効性に疑問
が示されていたことを指摘した。そこで 1930 年代には、1935 年のデクレ・ロワにより資
金公募会社において一定の能力を保障された「認可監査役（commissaire agréé）」の選任
（1 名以上）が義務づけられたこと、1937 年のデクレ・ロワにより独立性、監査権限およ
び責任の強化が実現されたことを明らかにした。 
そして 1966 年 7 月 24 日法律のもとでは、法定監査の専門家資格を有する「会計監査役」
の制度が創設されたこと（職業組織の設置、登録条件の明確化）、すべての株式会社・株式
合資会社に選任が義務づけられたこと、引き続き独立性規制がおかれたこと、計算書類の
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監査証明をはじめ多くの任務が会計監査役に課されたこと等を指摘した。その後も、1984
年 3 月 1 日の法律（経営難予防法）によって、一定の基準を満たす商事会社その他多くの
団体において会計監査役の選任が義務づけられ、警告手続の任務など会計監査役の任務の
内容がさらに増大したこと、こうした会計監査役制度の拡大にともない、2001 年 5 月 15
日の法律によって会計監査役の選任が義務づけられるすべての者に適用される規定がおか
れるようになった（会計監査役制度の等質化）ことを示した。 
第 2 節では、2003 年 7 月 1 日法律（金融安全法）の改正内容について詳細に検討した。
この法律は世界的な会計不祥事の問題に対応するために、会計監査役制度の強化を行なっ
たものである。同法律は、会計監査役職高等評議会を創設したが、これまで職業組織（会
計監査役全国協会・地方協会）が担ってきた会計監査役に対する監督および職業基準の作
成・公表において高等評議会の関与を認めた。また、より詳細かつ厳格な独立性規制（欠
格事由の一般化・倫理規程集への委任、証明・非証明業務の分離、交替制の導入等）を定
めたほか、コーポレート・ガヴァナンスの観点から会計監査役の選任・開示に関する規定
を強化した。 
2001 年 5 月 15 日法律において試みられた会計監査役制度のと統一化は、2003 年 8 月 1
日法律を経て、2005 年 9 月 8 日のオルドナンスにより達成された。具体的には、商法典第
8 編「規制職業（professions réglementées）」に「会計監査役」と題する第 2 章をおき、株
式会社に関する規定（商法典第 2 編）のなかにおかれていた会計監査役に関する規定群を
そこに移している。第 3 節では、この 2005 年 9 月 8 日オルドナンスによる改正内容につい
て検討したが、会計監査役に関する規定群を商法典第 8 編第 2 章に移行する際に条文の表
現が一般化されたほか、会計監査役職高等評議会の役割・運営について改善が図られたこ
と、会計監査役の登録条件の現代化が図られたことを示した。 
また、ヨーロッパにおいて計算書類の法定監査人に関するかつての会社法第 8 号指令が
廃止され、2006 年に新たに法定監査指令が公表された。2008 年 12 月 8 日のオルドナンス
は、会計監査役職高等評議会の権限を強化するほか、この法定監査指令を国内法化して会
計監査役会社制度を改正し、上場会社等における監査委員会の設置を義務づけるなどの改
正を行なった。 
 
第 2章 会計監査役の任務 
会計監査役制度の改正にともない会計監査役に多くの任務が課されてきたことは第 1 章
において示したが、現行制度のもとで会計監査役がどのような任務を負っているのか整理
する必要があると考えたため、第 2 章では会計監査役の任務の概要を示した。 
1867 年 7 月 24 日法律における「監査役」の任務から「会計監査役」の任務として引き
継がれたものも多いため、第 1 節において「監査役」の任務を概観した後、第 2 節におい
て現行商法典のもとでの「会計監査役」の任務を列挙した。「監査役」の主たる任務として
監査（contrôle）・株主総会における報告の任務が定められていたが、その後の改正により
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利益相反取引に関する特別報告書の作成などの特別な任務も課された。こうした「一般的
任務（missions générales）」と「特別な任務（missions spéciales）」の分類は、1966 年 7
月 24 日法律以降も引き継がれている。同法律により、「一般的任務」として計算書類の監
査証明（certification）の任務が加えられ、「特別な任務」として多くの任務が課された。「特
別な任務」については一連の会社法改正にともない、さらなる多様性を示している。 
 こうした分類を踏まえて第 2 節ではまず、「一般的任務」の内容について検討した。会計
監査役は、計算書類が正規かつ誠実であり、忠実な外観を示していることを確認するため
に監査を行なう。その結果について一般報告書において意見を表明するが、そうした意見
表明（監査証明）には、無限定証明・限定付証明・証明拒絶がある。このほか、一般的任
務の進め方については職業基準が明確にしているため、そうした職業基準も参照して「一
般的任務」の内容を明らかにした。 
 次に「特別な任務」について、情報提供に関する任務と、経営監視に関する任務とに分
類して整理を行なったが、情報提供に関する任務として、不正規・不正確な時効に関する
情報提供等の任務があること、経営監視に関する任務として、利益相反取引に関する特別
報告書の作成、警告手続等の任務があることを示した。 
 
第 3章 会計監査役の独立性の確保 
第 1 章で検討した 2003 年 8 月 1 日法律は、これまでの規制を踏まえてさらに厳格かつ詳
細な独立規制をおいた。2003 年 8 月 1 日法律は倫理規程集（code de déontlogie）の承認を
デクレに委任したが、2005 年 11 月 16 日のデクレおよび 2006 年 4 月 24 日のデクレが倫
理規程集を承認している。会計監査役の独立性の確保は会計監査役制度における重要な問
題であることから、第 3 章ではこの倫理規程集について検討し、独立性規制の現状を明ら
かにすることにした。 
そこで第 1 節においてデクレによる倫理規程集の承認までの経緯を明らかにした。当初
の倫理規程集の内容があまりに厳格なものであったため、ビッグ・フォーなどの監査事務
所から違憲審査が請求されたこと、違憲判決を受けたことにより 2006 年 4 月 24 日デクレ
により倫理規程集が修正されたが、若干の修正にとどまったことを示した。 
第 2 節では、倫理規程集の内容について禁止による独立性規制と、予防による独立性規
制とに分けて検討を行なった。倫理規定集は、禁止による独立性規制として、証明・非証
明業務の分離に関して会計監査役が被監査会社において提供することのできない業務の一
覧、会計監査役がネットワーク（réseau）に所属している場合にネットワークの他の構成
員が被監査会社・その親会社・子会社において提供できない業務の一覧、欠格事由におけ
る個人的関係・財務上の関係・職業上の関係に該当する場合の一覧について詳細な定めを
おいている。また、予防による独立規制として、独立性を害するようなリスクを分析し、
そうしたリスクが存在する場合には一定の措置をとるべき仕組み（セーフガード措置）を
設けている。本章では本規定集の具体的な内容について紹介したのち、フランスがネット
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ワーク規制をはじめこのような厳格な独立性規制をおいていること、今後の独立性規制の
動向に注目すべきことを指摘した。 
 
第 4章 会計監査役会社 
会計監査役は、「会計監査役会社（société des commissaires aux comptes）」を設立して
会計監査役の職業を遂行することができる。会計監査役の民事責任を検討するうえでは、
自然人会計監査役だけではなくこうした法人会計監査役の制度についても明らかにしてお
く必要があると考えたため、第 4 章では、「会計監査役会社」制度について検討した。 
まず、会計監査役会社制度が創設され、その後会計監査役会社としてどのような会社形
態が許容されるに至ったかを概観した。第 1 節では、1966 年 7 月 24 日法律によって会計
監査役会社制度が創設されたが、その当時は原則として自由職専門家一般のための会社で
ある「専門職民事会」形態での設立が認められていたにすぎないこと、1984 年 3 月 1 日法
律より、株式会社・有限会社等の普通法上の商事会社形態の会計監査役会社の設立が許容
されたこと、1990 年 12 月 31 日法律によって自由職専門家一般のために「自由職遂行会社」
制度（商事会社の特別法）がおかれたことにより、自由職遂行会社形態の会計監査役会社
を設立することも可能になったことを示した。また、会計監査役会社の法的形態が、（専門
職）民事会社から商事会社に拡大されたことについて、会計監査役でない者からの出資を
募ることにより、英米系の監査事務所との国際的競争に対抗できるように会計監査役会社
の財務基盤を強化することが目的とされていたことを指摘した。 
このように会計監査役でない者からの出資が認められるに至ったが、こうした資金提供
者に対する、会計監査役である社員の独立性を確保する必要が生じる。そこで第 2 節では、
商法典 L. 822-9 条（会計監査役会社の原則規定）が適用される会計監査役会社（普通法上
の商事会社形態をとった会計監査役会社）の場合と、会計監査役自由職遂行会社（自由職
遂行会社に関する 1990 年 12 月 31 日法律の適用を受ける）の場合に分けて、社員構成に関
する規定の内容と独立性を確保する仕組みについて検討を行なった。 
 商法典 L. 822-9 条が適用される会計監査役会社においては、会計監査役が社員の議決
権の 3／4 の割合を占めなければならない。また、独立性を確保する仕組みとして、相続人・
懲戒上の制裁を受けた者の株式等の強制譲渡、入社時の承認に関する規定がおかれている
こと、合議機関の一定割合および会社指揮者は会計監査役でなければならないこと、会計
監査役会社の名において会計監査役の職務を遂行する者は会計監査役である社員または会
社指揮者とされていること、会計監査役会社の登録時、社員の変更時等に会計監査役地方
協会に通知するなど職業組織の関与が認められていることを指摘した。会計監査役自由職
遂行会社では 1990 年 12 月 31 日法律によって、職業外の者の保有要件が一部緩和されてい
ること、商法典 L. 822-9 条が適用される会計監査役会社の場合と同様に、持分の強制譲渡、
会社の機関構成員の割合等に関する規定がおかれていることを示した。 
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第二部 会計監査役の民事責任 
  
第 1章 民事責任の法的性質 
第一部で明らかにしたことを踏まえて、第二部では会計監査役の民事責任に関する判
例・学説の分析を行なう。その前段階として第 1 章では、会計監査役の民事責任の法的性
質（契約責任か不法行為責任か）および任務の性質（手段債務か結果債務か）に関する議
論を整理した。 
現在、会計監査役の民事責任は、被監査会社に対する責任であっても第三者に対する責
任であっても不法行為責任と解されている（通説）。そのように解されるに至った理由は、
1867 年法律のもとでの「監査役」制度との対比において検討する必要があるので、第 1 節
においてはまず、「監査役」の責任に関する議論を紹介したうえで、現在の「会計監査役」
の民事責任に関する議論を分析した。1867 年法律のもとでは「監査役」は株主の受任者で
あると解され、当時の 43 条が監査役の会社に対する責任は委任の規定にしたがうと定めて
いたことから被監査会社に対して契約責任、対第三者責任については明文の規定がないが
民法典 1382 条に定める不法行為責任を負うと解されていた。その後、会社を「契約」では
なく「制度」としてとらえる制度理論が提唱され、監査役も株主の受任者ではなく、機関
であり契約関係にはないとする立場が登場した。 
1966 年法律のもとでは、以前からの制度理論の影響を受け、もはや株主の受任者として
は解されないこと、委任の規定が削除されたことなどから、会計監査役と被監査会社の関
係は契約ではなく制度上の関係であり、対会社責任は契約責任ではなく不法行為責任であ
ると解されるようになった。こうした理解は通説的見解となったが、会社との関係を請負
契約と解する説、対会社責任を契約責任でも不法行為責任でもない職業専門家の責任と解
する説も登場し、会計監査役の民事責任に関する議論が錯綜していたことから、その混乱
した議論状況について整理を行なった。 
また、通説的見解が会計監査役の民事責任を不法行為責任と解する一方で、判例および
多くの学説は、フランスの契約責任法における伝統的な手段債務・結果債務の分類を用い
て、会計監査役の監査・監査証明の任務は「手段債務」であるとも位置づけている。そこ
で第 2 節では、手段債務概念を認めてきた判例を概観するとともに、手段債務概念を用い
る意義について検討を行なった。不法行為責任と解されている会計監査役の民事責任に対
してこの概念を用いることについては確かに疑問が示されているが、会計監査役の任務に
は偶然性が存在することからこの概念になじむものとされている。また、手段債務概念に
もとづくことにより、原告がフォートの立証責任を負うこと、他方で手段債務を負う者は
善良な家父としての注意義務（会計監査役の場合には「通常の勤勉な会計監査役」）を負う
ことになる。 
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第 2章 具体的事案におけるフォートの認定 
第 1 章での議論にもとづき判例の具体的な検討を行なうこととしたが、対会社責任も対
第三者責任も同質の責任と解されているため、フォートの評価の基準および立証責任の負
担は両責任において異ならないと考え、第 2 章では対会社責任と対第三者責任を区別する
ことなく、会計監査役のフォートに関する判例の総合的な分析を行なうこととした（約 90
件の公表裁判例を検討対象としている）。そこで、会計監査役の任務ごとに裁判例を分類し、
第 1 節では一般的任務に関する裁判例、第 2 節では特別な任務に関する裁判例について検
討を行なった。 
第 1 節では、会計監査役の主要な任務である監査の任務について、フォートの評価基準
に関する判例の変遷を見たあと、具体的事案におけるフォートの認定について裁判例を検
討した。まず会計監査役のフォートの評価基準について、裁判所は、会計監査役がつくす
べき「通常の注意（diligence normale）」を判断する際にますます職業規範を参照している
ということ、それによって注意の内容も明確化されてきたことを指摘した。また、会計監
査役の監査の任務は「手段債務」であるので、不正・誤謬を発見しなかったことから直ち
にフォートが認められるわけではないこと、原則的には試査監査によることが認められて
いること、「異常（anomalie）」があった場合には監査を掘り下げる必要があり、そうしな
かった場合にはフォートが認められていることも示した。そのうえで、横領・粉飾決算（不
正）の事例および誤謬の事例に分類して裁判例を整理し、あわせて監査証明・一般報告書
の作成の任務について検討を行なった。 
第 2 節では特別な任務を検討対象としたが、特別な任務の中には偶然性が存在しないと
して結果債務であると解されるものがある。さらに結果債務と手段債務のどちらの要素も
有すると解される任務もある。特別な任務の性質に関する学説を分析したうえで、こうし
た任務に関する裁判例を分析した。 
 
第 3章 対会社責任における会計監査役の責任の限定 
 第 2 章においてフォートに関する総合的な判例研究を行なったが、損害・因果関係につ
いては対会社責任の場合と対第三者責任の場合とでそれぞれ特徴があるように思われたた
め、まずは会計監査役の対会社責任について、特に損害・因果関係の観点から判例・学説
の状況を明らかにすることとした。 
第 3 章第 1 節では、本章の検討に必要な限りで民事責任の成立要件および民事責任追及
制度現状を確認した。会計監査役の民事責任が不法行為責任（民法典 1382 条）と解されて
おり、民事責任の普通法に関する判例法の適用があることを示した。特に、損害要件に関
して「機会の喪失」、因果関係要件について第三者の所為による全部義務、「被害者のフォ
ート」にもとづく部分免責が問題となる。 
第 1 節での前提議論をふまえ、第 2 節では対会社責任に関する公表裁判例（横領に関す
る事案につき約 60 件）を分析した。判例を概観すると、（1）「自らのフォート」にもとづ
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く賠償、（2）「担保のための呼出し」にもとづく会社指揮者の担保責任、（3）「被害者（＝
会社）のフォート」にもとづく部分免責、（4）「機会の喪失」概念の適用という判断枠組み
によって、それぞれ会計監査役の責任が限定されてきた。もっとも、（1）～（3）において
は、横領から生じた損害を「損害」としたうえで判断が行われているのに対し、（4）では
「機会の喪失」自体を「損害」としている。そこで第 2 節では、「機会の喪失」の適用を認
めた破毀院商事部 1999 年 10 月 19 日（以下、「1999 年判決」）をメルクマールとして、そ
れ以前とそれ以降の変遷を、学説による評価も含め分析することとした。 
判例は当初、従業員による横領の事案において（1）会計監査役の「自らのフォート」に
もとづく部分賠償のみを認めていた。この判断枠組みは横領を行なった従業員の責任と会
計監査役の責任を区別することを意図していたが、従業員の横領を可能にした会社指揮者
の責任（従業員に対する監督義務）も考慮すべきであるとして、判例は次第に、（2）会計
監査役が会社指揮者を担保のために呼出し（強制参加の一種）、自己の有責判決を担保させ
ることを認めるに至った。また（1）の判断枠組みにもとづき部分賠償を認めた裁判例に対
し、判例はその後、会計監査役は原則として損害全体について責任を負うという立場に移
行した（全部義務）。しかし全額につき責任が言いわたされる事案は少数にとどまっており、
会社指揮者または被監査会社のフォートを認定して、「被害者のフォート」による部分免責
（または全部免責）が行なわれることが多い。 
 破毀院商事部はその後、1990 年代後半の下級審裁判例および学説の立場を受け、会計監
査役の民事責任の分野に「機会の喪失」概念を適用することを認めるに至った（1999 年判
決）。1999 年判決は会社指揮者による横領の事案に関するものであるが、「横領を発見し横
領の継続を回避する機会の喪失」を認め、「横領から生じた損害とは区別される」と判示し
た。若干の批判はあるものの、学説からは 1999 年判決は非常に好意的に受け止められてい
る。しかし、1999 年判決以降の判例は、従来通り横領から生じた損害にもとづく責任を認
めるものと（「被害者のフォート」にもとづく部分免責が行われる場合が多い）、「機会の喪
失」概念を適用するものとに分かれる。後者についても、1999 年判決の立場とは完全に一
致しているわけではない。 
 本章では以上のような判例の変遷を概観したが、（1）～（4）のどの判断枠組みを用いる
にせよ、会計監査役の責任を会計監査役のフォートが引き起こした部分に限定しようとす
る判例の傾向を示すことができた。 
 
第 4章 会計監査役会社における会計監査役の個人責任 
第 3 章では、判例が他の関与者との関係（とくに会社指揮者）で会計監査役の個人責任
を画してきたことを見てきたが、第 4 章では、別の観点から会計監査役の個人責任に関す
る検討を行なう。すなわち、会計監査役会社の名において自然人会計監査役が監査の職務
を行なった場合（以下、「監査担当者」という）に、会計監査役会社の責任だけではなく監
査担当者も個人責任を負うことになるかという問題である。 
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そこで第１節では、会計監査役会社制度の概略を示した後に（第 1 部第 4 章参照）、監査
担当者の個人責任に関する明文の規定を検討した。（会計監査役）専門職民事会社および（会
計監査役）自由職遂行会社の場合には法文上、職業行為を行なった者（監査担当者）の個
人責任、および会社との連帯責任を認める規定がおかれている（1966 年 11 月 29 日法律 16
条、1990 年 12 月 31 日法律 16 条）。それ以外の会計監査役会社（普通法上の商事会社形態
が選択されることが多い。以下、「会計監査役商事会社」という）には、原則規定である商
法典 L. 822-9 条が適用されるが、監査担当者の責任に関する定めがない。 
そこで第 2 節では、会計監査役商事会社における監査担当者の責任について、判例と学
説の検討を行なった。裁判所は当初、監査担当者が会計監査役会社の名において作成する
監査報告書に署名を付すことを定める規定（1969 年デクレ 69 条〔商法典 L. 822-94 条〕）
および会計監査役会社だけでなく自然人会計監査役も付保義務を負うことを定める規定
（1969 年デクレ 74 条〔商法典 L. 822-98 条〕）にもとづき、監査担当者が個人責任を負い、
会計監査役会社と全部義務を負うものとしていた。その後下級審裁判例が対立し、監査担
当者である自然人会計監査役はその職務から「職務から分離されるフォート」をなしたの
ではない限り個人責任を負わず、会計監査役会社のみが責任を負うとする裁判例が公表さ
れた。2010 年 3 月 23 日の破毀院商事部判決は監査担当者の個人責任を明確に認めたが、
その後も下級審裁判例は対立している状況にある。 
以上が判例の状況であるが、学説も、個人責任を認める立場（通説的見解）と、「職務か
ら分離されるフォート」に関する判例法理にもとづく立場（少数有力説）に分かれており、
双方の立場について検討を行なった。監査担当者の個人責任を認める場合の会計監査役会
社との全部義務および求償関係について整理するとともに、少数有力説の主張を分析した。
少数有力説のいう「職務から分離されるフォート」は商事会社の会社指揮者の責任に関す
る判例法理であり、この法理によれば商事会社形態である会計監査役会社において会社の
名で監査の職務を行った者は個人責任を負わないことになる。 
この問題は、自由職専門家が会社形態でその職業を遂行する場合に、あくまでも自由職
専門家であり自己の職業行為について責任を負うと解するか、会社という法人格の陰に隠
れて個人責任を負わなくてすむと考えるのか、という問題に帰着するように思われる。本
章では判例・学説を検討することより、個人責任に関する以上のような問題が存在するこ
とを示唆し、あわせてフランスの破毀院および通説は前者の立場をとっているということ
を示した。 
 
第 5章 法定監査人の責任制限に関する EU の動向とフランス法 
エンロン事件後に大規模監査事務所の一角（アーサー・アンダーセン）が破綻したこと
にともない、ヨーロッパでは法定監査人の責任制限導入の必要性に関する議論が再開した。
2008 年には、上場会社の計算書類の法定監査人の責任制限に関するヨーロッパ委員会の勧
告（以下、「2008 年勧告」という）が公表されたため、本章第 1 節では 2008 年勧告に至る
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までの経緯と 2008 年勧告の内容について検討するとともに、第 2 章では 2008 年勧告に対
するフランスの対応を見ていくこととした。 
第 1 節ではまず、法定監査人制度に関するヨーロッパにおける議論の展開について検討
した（会社法第 5 指令案、1996 年グリーン・ペーパー、2003 年の欧州委員会声明、2006
年の法定監査指令）。特に昨今の監査人をめぐる状況として、エンロン事件以降、国際的監
査市場の集中度の高さ、ディープ・ポケット訴訟の傾向・保険の引受けの減少等により既
存の監査事務所が破綻する可能性等が問題視されていることを示した。また、2008 年勧告
は、責任制限手法（法定上限制、法定比例責任制、契約による責任制限）を例示し具体的
な方法の採用は各国に委ねるという方式をとっているが、その背景には各国の民事責任制
度の相違等の問題があったことを示した。 
ところで、こうした 2008 年勧告の提案する責任制限について、フランスは非常に消極的
あるいは批判的である。そこで第 4 章までの検討も踏まえ、フランスがそうした行動をと
る理由を、理論面（責任制限と現行法制度との適合性）および実質面（導入の必要性の有
無）から検討した。本章第 2 節ではまず、会計監査役の民事責任の法的性質に関する議論
を再確認した後に（第 1 章参照）、対第三者責任や倒産時の責任に関する主要判例の検討を
新たに行い、第 3 章における対会社責任に関する判例の分析結果も踏まえて、会計監査役
の民事責任全体に関する判例の傾向を示した。そのうえで、フランスにおける責任制限導
入に関する議論を紹介し、2008 年勧告の掲げた 3 つの方法はどれも、理論的にはフランス
の現行法制度と合致しないことを示した。すなわち、法定上限制は「全額賠償の原則」に
反することになり、比例責任制は「全部義務の原則」に反することになり、契約による責
任制限は会計監査役の民事責任の制度（通説では不法行為責任と解されている）とは適合
しないことになる。 
また実質面においても、共同会計監査役制（連結計算書類提出会社において 2 名）のた
めに監査市場の集中度が諸外国ほど高くはないこと、訴訟件数・請求額は増大する傾向に
あるが英米のように危惧する状態にまでは達していないこと、したがって付保可能性につ
いても危機的状況にあるわけではないことを示した。そして判例は、「全部義務」を前提に
しつつも一種の「比例的」解決を行ない、会計監査役の責任を会計監査役のフォートから
生じた損害に限定してきたということもあわせて指摘した（特に対会社責任、倒産時の責
任の場合）。以上の検討から、フランスにおいて理論的には責任制限を導入するのは困難で
あり、実質的にも責任制限を導入するインセンティブがないということを明らかにした。 
 
本論文では以上のような検討を行なってきたが、会計監査役の対第三者責任および倒産
時の責任については判例の概略を示すにとどまった。今後は、これらの責任に関する判例
法理の詳細な検討を行なうとともに、その成果を踏まえたうえで日本法（会社法上の会計
監査人の責任、金融商品取引法上の会計士・監査法人の責任）との比較研究を行ないたい
と考えている。 
以 上 
